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シアとの緊張関係も再燃し、それが南方にも影を落としてい その典型がシリアである。シリア問題は、同国がＮＡＴＯ加盟国トルコと長大な国境を接してい いう意味で、これまでの、どのＮＡＴＯ周辺地域 紛争よりも直接的に、ＮＡＴＯの安全保障上 スクになっているはずであるが、ア
サド政権を支援するロシアの存在が、基本的に反政府勢力の側に立つＮＡＴＯ諸国に有効な手立てを取らせないでいる。しかし、ＮＡＴＯのシリア不介入の主因はロシアではない。リビア介入の経験である。　
中東地域の紛争に関し、これま












「保護する責任」への影響である。「保護する責任」は、冷戦後の安全保障環境において、地域紛争や内戦への注目が高まるなか、安保理常任理事国間の不一致により明示的な安保理決議を得られ いままでＮＡＴＯが軍事介入に踏み切ったコソボ紛争（および国際社会が沈黙したルワンダ）を教訓として、最終的に二〇〇五年に国連総会で合意され ものである。従来、人道的介入の基準や実行が曖昧であり、恣意的な（不）介入との批判が絶えなかったが、一定程度の明文化による基準の設定と普遍的な規範の装いを与えることで、そのような批判に応えようとしものであった。 「保護する責任」への合意は伝統的な内政不干渉原則に風穴を開けたも の、実態としては従来同様に国連安保理 授権を必要とするものにとどまったため、常任理事国間 不一致によって機能不全に陥る懸念は残　
この「保護する責任」が実際に
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の承認に消極的であった中露両国（を含むＢＲＩＣＳ諸国）が、以後同様 を与える見通しが失われ、シリアのケースへの対応に影を落とした。リビア以降、 「保護する責任」は規範的な正当性を減じたとともに 安保理における拒否権の壁を超えることができなくなり、 「死に体」と化した。　
結果的に、シリアへの介入では、








の不一致によって生じる。オバマ政権下のアメリカが「世界の警察官」であることをやめ 国益を重視する安全保障政策 転じたことは、二〇〇九年ノーベル平和賞受賞演説や二〇一六年 『アトランティック』誌論文（参考文献①）で明瞭に示されている。実際に、シリアへの武力行使に踏み切るきっかけとなったのが 「イスラム国」によるアメリカ 民間人の処刑であったことは象徴的である。結果、地理的 も歴史的にも中東・北ア
フリカ地域に強い利害関心を有する欧州諸国と、アメリカとの間には、脅威認識の分離が生ずることとなった。　
このような脅威認識の不一致の
効果を増幅し のが、オバマ政権の同盟の信頼性を相対視する姿勢であった。前述の『アトランティック』誌論文からは、シリアの化学兵器使用疑惑発覚後も、それまでの発言を半ば翻して軍事介入を行わなかった背景にあったのがオバマ大統領の「ワシントン 対外政策エスタブリ シュメントは『信頼性』フェチ」 （
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